


【山口県光市】（人口 51,888人） 

〈調査事項〉農業振興拠点施設「里の厨（くりや）」の運営について 

 

１ 事業概要 

里の厨は、地場産農林水産物の加工及び販売による地産地消を促進すると共

に地域農業の振興を通じた地域環境の向上、新たな地域産業の創出や地域食材

を見つめ直すことによる食農教育の推進、観光振興の強化など広く公益につな

げるための拠点施設で、光市の一次産業に活力を与えると共に、活力に満ちた

魅力あふれる地域社会の実現に資するための施設である。 

 

２ 経緯 

平成１７年１１月 地産地消プラン策定 

平成１９年 ３月 特産品直売施設基本構想策定 

平成１９年 ７月 特産品直売パイロットショップ実証事業開始（４年間） 

平成２１年度   農業振興拠点施設基本・実施設計 

平成２２年度   農業振興拠点施設建設工事 

平成２３年 ７月 「里の厨」オープン 

 

３ 施設の目的 

（１）地産地消の推進 

・地場産農産物の消費拡大 

・新鮮で安全・安心な食材の提供 

・輸送コスト削減による環境負荷の軽減 

（２）地域農業の振興 

・農地の荒廃防止 

・農業従事者の確保及び農業後継者の育成、新規就農促進 

・新たな流通チャネルの創出による農業所得の向上及び生産意欲の高揚 

（３）地域の活性化 

・生産者と消費者の交流の促進 

・生産、加工、販売を一連の活動による６次産業の推進 

・地域雇用の創出 

（４）食育の推進 

・日本型食生活の見直し及び郷土料理の伝承 

・地域食材を見直すことによる郷土愛の醸成 

・学校給食への地場産農産物の供給や農業体験等による食農教育の充実 

（５）観光振興の強化 

・周辺の観光資源と連携した情報発信及び魅力の向上 



・農業・加工体験等を盛り込んだツーリズム等の観光ニーズへの対応 

・各種イベント等の開催による交流人口の増加 

 

４ 事業主体、運営団体  事業主体：光市  運営団体：里の厨事業協同組合      ・平成２５年４月１日設立       ・理事１０人、監事２人、組合員数２９７人（平成２８年度末） 

・指定管理者として施設管理を行っている 

 

５ 施設概要 

（１）設置場所  光市大字束荷２３９１番地１９ 

（２）敷地面積  ４，２７２㎡ 

（３）建物床面積   ８０２㎡ 

（内訳）直販機能    ２０３㎡ 

加工機能  １５５㎡ 

飲食機能  １０３㎡ 

体験・研修機能 １３４㎡ 

管理機能   ４１㎡ 

情報発信機能   ５４㎡ 

トイレ      ５１㎡ 

バックヤード   ５０㎡ 

プロパン庫   １１㎡ 

 

６ 事業費 

総額約３億円 

・中山間地域重点プロジェクト推進事業 

事業費１４１，６８２千円（県７０，８４１千円、市７０，８４１千円） 

・村づくり交付金事業 

事業費 ８６，８６３千円（国４３，４３２千円、県８，６８６千円、 

市３４，７４５千円） 

・市単独事業    事業費 ６６，８４５千円 

 

７ 事業内容 

・直販事業 

スタッフは店長１名、生産開発部長１名、事務２名、レジ７名、集荷５名で

委託販売方式をとっている。取り扱い品目は地元産の米、野菜、精肉、鮮魚等

の農林水産物及び加工品である。販売手数料は農産物が１５％、施設内製造加



工品２０％、施設外製造加工品は１５％である。 

出荷者の販売情報を１１時、１３時、１５時、１７時に指定されたアドレス

にメールで送信している。このことにより達成感や、商品の追加・回収のタイ

ミングに役立てている。 

高齢等で交通手段を持たない生産者を対象に、１回２００円で出荷までの作

業を代行したり、光学校給食センターへの地元産農産物を納入したり、生産出

荷者を対象にした栽培講習会「楽農塾」を開催している。 

・加工事業 

企業組合工房ＨａＨａ１２名、パン加工委託２名のスタッフにより旬の地元

食材を使った日替わりの弁当や総菜の製造のほか、地元産の餅米を使用して、

よもぎ餅、あん餅、和菓子等の製造やパンの製造加工、地元産の米粉製造、そ

ば粉製造を行っている。 

・体験研修事業 

施設周辺農地を活用した農業体験教室の開催や地元生産法人から講師を招き、

農業の基本的な栽培技術等を学んだり、そば打ち体験・豆腐作り体験・米粉加

工・漬物教室等の加工品づくり体験教室を行っている。 

旬の地元食材を使った調理体験教室を開催したり、プロの料理人等を講師に

招き、旬の農産物の美味しい食べ方を学び、地域食材を見直す機会を提供して

いる。 

・レストラン事業 

テナントとして地域飲食店経営業者のスタッフ５名により、地元食材を使っ

たレストランを併設していて、旬の食材がその場で味わえる。 

 

８ 販売実績 

２６年度総売上 ２５４，８６３，４１１円 

（店頭販売２５１，６７２，０２５円、学校給食売上３，１９１，３８６円） 

客数 ２３５，４２２人、営業日数 ３０７日 

２７年度総売上 ２５５，７７１，２４４円 

（店頭販売２５１，４３１，３３２円、学校給食売上４，３３９，９１２円）  客数 ２３１，９１７人、営業日数 ３０９日 

２８年度総売上 ２５４，３９８，１２０円 

（店頭販売２５１，３２０，４１０円、学校給食売上３，０７７，７１０円） 

客数 ２２３，２１０人、営業日数 ３０８日 

２３年度よりの累計売上 １，４３２，３９７，０５０円 

（店頭売上 １，４１７，８０５，３４１円） 

（給食売上    １４，５９１，７０９円） 

累計客数     １，３４８，８４８人 

累計営業日数       １，７５４日 

 



【農事組合法人ファームおだ】（広島県東広島市） 

 

<調査事項> 

「農事組合法人ファームおだ」における６次産業化及び経営の多角化の取り組

みについて 

 

〈内容〉 

１ 河内町小田地区の概要 

 集落数：１３集落 

 戸 数：２１３戸 

 人 口：６００人 高齢化率７６％（基幹的農業従事者） 

          高齢化率３８％（農家戸数） 

          女性の率５３％ 

     ※平成２２年度頃より若者世帯１２世帯が移住定着し、約５０名が

増加したことで人口減少は横ばいの状況 

 農家戸数：１５９戸 

 経営耕地面積：１１０ｈａ（一戸平均７０ａ） 

 地域特産：米、大豆、そば、味噌、もち、野菜、西条柿 

 

２ 法人設立前の地域及び農業の状況 

 ・小学校、保育所、療養所の廃止 

 ・高齢化（農家戸数の３８％） 

 ・担い手不足 

 ・過疎化（人口６００人が２０年後５００人に） 

 ・遊休農地の増大（耕地の１０％） 

 ・集落の崩壊への危機 

 ・鳥獣害（イノシシ・シカ） 

 ・農業経営の赤字（一戸平均４５万円） 

 

３ 農事組合法人ファームおだの組織概要 

（１）構成員：出資者１５１名（地区の９５％が加入） 

（２）役員：組合長理事１名、副組合長理事２名、理事１２名 監事２名 

（３）経営規模：集積面積１０３ｈａ、うち水張り面積８６ｈａ 

（４）事業の種類： 

  ①農業経営（平成２８年度） 

水張り面積８６ｈａ、転作率３８％ 

    水稲栽培４７．１ｈａ（コシヒカリ２０ｈａ、あきろまん３．５ｈａ、



ヒノヒカリ２２．４ｈａ、もち１．２ｈａ） 

    大豆栽培（サチユタカ）１８．１ｈａ、小麦（キヌヒメ）９．０ｈａ 

    酒米４ｈａ、そば栽培２．７ｈａ、野菜１．５ｈａ 

    新規需要米１２ｈａ（米粉用米２．２ｈａ、飼料用米９．８ｈａ） 

  ②米粉パン工房 

※詳細は下記６のとおり 

（５）収支実績（平成２７年度の営農実績の概算数値）： 

  ①事業収支   １７０，０４９千円 

（売上総額１１７，４４７千円、営業外収益５２，６０２千円） 

  ②事業管理費   ２５，５００千円、法人税等３２８千円 

  ③当期末処分利益 １７，３２１千円 

④利益準備金    １，７４０千円 

  ⑤従事分量配当  １４，９１７千円 

  ⑥当期純利益   １７，２７６千円 

（６）１０ａ当たりの地代等：２２，０００円（地代１０，０００円、畦畔管

理１０，０００円、水管理２，０００円） 

 

４ 営農の特徴 

（１）「活力のある農業」と「元気な地域」の実現を目指す。 

  １階部分 自治組織「共和の郷おだ」 

       ・旧小田村を実質復活させた「手作り：小さな役場」 

       ・全住民参加のむらづくり活動(農家・非農家全員) 

  ２階部分 実働組織「ファームおだ」「寄りん菜屋」 

       ・経済活動組織旧小田農協＋商工会の復活 

 （２）６次産業化を実現したことで、赤字の農業を黒字にするとともに、多

くの人々に働く場を提供し、小田地区の農業所得を１億円増加させた。 

 （３）小田地区のビジョンマップ「未来創生図」を策定し、目標を明示・共

有している。 

 

５ ファームおだの取り組み内容 

（１）土づくりの重要性 

  異常気象に耐えられる土づくり（堆肥と化学肥料の協力で増収） 

（２）新技術の導入 

  浮き楽栽培（水稲育苗、レタス） 

 飼料稲の湛水直播栽培 

  アスパラガスの施設栽培 

  広島菜の契約栽培 



  除草ロボットの試行 

 畦畔太陽光発電シート 

（３）６次産業化 

  米粉パン工房 

 

６ ６次産業化 

米粉パン工房「パン＆米夢（パントマイム）」での製造・販売 

（１）施設等の概要 

敷地面積    ２９９㎡ 

工房建築面積   ７９㎡ 

    事業費 約２６，０００千円（６次産業推進整備事業(国庫補助)を活用） 

  従業員 市内の若い女性６名 

（２）平成２８年度実績 

１日平均客数            60人 

１人販売単価     1,000円 

１日平均販売額    60,000円 

年間販売額   18,000,000円 

 （３）米粉米（小田米）の特徴 

小田米の特徴は、耕畜連携による有機中心の栽培である。平成２１年よ

り広島県の特別栽培農産物（安心広島ブランド：通常栽培より化学肥料・

農薬の使用量を 50％減らした有機中心の栽培）の認証を受けている。 

有機質堆肥は、株式会社なかやま牧場（福山市の肥育牛農家）から購入

し、稲わらを粗飼料として農事組合法人ファームおだが供給する耕畜連携

の自然循環型農業で作ったコシヒカリを使用している。 

 

７ 今後の課題と対応方策 

（１）栽培作物の多角化に対応できる土づくりと土地基盤の排水対策 

（２）独自ブランド「小田米」の直販の促進 

（３）６次産業化による早期経営安定 

（４）学校給食への地場産農産物の販売推奨 

（５）米粉パン（惣菜パンなど）に使用する野菜・果物等の栽培と活用促進 

（６）高齢者の畦畔草刈作業を軽減するための小型畦畔管理ロボットの実用化

試験、シバザクラ・ノシバ等の植生改善や太陽光発電シート活用試験な

ど対応策の早期検討 

（７）次世代の法人経営後継者（雇用就農者）の育成確保の環境整備 

（８）農産物販売収入の増大と農業所得の向上、接続可能な法人経営のための

収入保険制度の確立と補助金等への依存低減 












